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原 著

認知症初期集中支援チームの活用実態と活用促進の検討： 

支援チームの併設有と併設無の比較から
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目的　認知症初期集中支援チーム（以下， 支援チーム）による支援効果や課題など， 支援チームを

対象にした研究は多数見られるが， 支援チームの活用者である地域包括支援センター（以下，

包括センター）を対象にした研究は見られない。そこで， 包括センターを対象に運営者と活用

者の双方向から， 支援チームの活用実態や活用課題を検証し， 支援チームの活用促進に向け

た検討を行う。

方法　全国の包括センター5,625か所から等間隔抽出法で抽出した2,000か所に質問紙郵送調査を実

施した。調査期間は2022年11～12月である。調査内容は， 基本属性（設置機関， 支援チーム

併設の有無）と支援チーム活用件数および活用実人数， 支援チーム活用課題である。分析は，

支援チームを併設する包括センター（以下， 併設センター）を運営者， 併設しない包括セン

ター（以下， 単独センター）を活用者とし， 支援チームの併設有無別に分け行った。基本属性

や支援チーム活用件数， 活用実人数は単純集計を行った。活用課題の自由記述はテキストマ

イニングを用いた。

結果　773票（回収率38.8%）を回収し， 有効回答数は754票（37.7%）であった。内訳は「単独セ

ンター」が441件（58.5%），「併設センター」が313件（41.5%）であった。支援チーム活用割

合は，「単独センター」が79.4%，「併設センター」が86.6% であった。2021年度の支援チーム

活用実人数は， 併設有無にかかわらず「1～5 人」が最も多かった。

支援チームの課題として， 単独センターでは， 支援対象者要件や活用ルールの【活用の仕組

み】， チーム医のかかわりやチーム員の専門性の【支援機能】， 協働支援関係や事業の周知の

【活用体制】が挙がった。併設センターからは， 支援対象者要件や運営ルールの【運営の仕組

み】， チーム医のかかわりや医療との連携の【支援機能】， チーム員の役割認識や人材不足の

【運営体制】が挙がった。

結論　包括センターの多くは， 支援チームを頻繁に活用してはいない現状にあることが示唆され

た。支援チームの活用促進を図るには， 第一に， 支援チームの仕組みであるルールの簡素化

や支援対象者要件の緩和など運営・活用者双方の立場で仕組みを見直すこと。第二に， 認知

症支援体制について運用者である市町村を中心に， 認知症支援者全員で定期・継続的に協議

することが必要である。
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Ⅰ 緒 言

わが国の認知症高齢者数は2025年に約700万人と

なり， 65歳以上高齢者の約 5 人に 1 人が認知症に罹

患すると予想されている1)。国は， 2015年に「認知

症施策推進総合戦略～認知症高齢者等にやさしい地

域づくりに向けて～（新オレンジプラン）」を，

2019年には「認知症施策推進大綱」を策定し，「認

知症の容態に応じた適時・適切な医療・介護等の提

供」を推進させるため認知症初期集中支援チーム

（以下， 支援チーム）を整備した。

この支援チームとは，「複数の専門職が家族の訴

え等により認知症が疑われる人や認知症の人及びそ
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の家族を訪問し， アセスメント， 家族支援などの初

期の支援を包括的， 集中的に行い， 自立生活のサ

ポートを行うチーム」2) である。事業の実施主体は

市町村であるが， 事業の全部または一部を地域包括

支援センター（以下， 包括センター）や認知症疾患

医療センター等市町村が適当であると認める人に委

託することができる3)。国立長寿医療研究センター

の報告4) では， 支援チームの主な設置場所は包括セ

ンター（61.2%）で，「困難事例の対応」（36.4%）

や「早期発見・早期対応」（26.2%）を主たる役割

にしている。支援チームの活動は， 包括センターや

認知症疾患医療センターで相談を受け付け， 定義に

基づき支援対象者か否かを包括センターが判断し，

支援チームへ依頼する5) ことで始まる。

ここで本稿の視座を明確にさせるため兒﨑6) の

「認知症初期集中支援の構造」を援用し，「活用」に

焦点を置く。その理由は， 支援チームを併設しない

包括センター（以下， 単独包括センター）の立場に

ある。国語辞典7) によると， 活用は「そのものが本

来持っている働きを活かして使うこと」， 利用は

「そのものの持つ利点を積極的に生かして使って恩

恵を受けること」とある。包括センターは， 支援

チームの「適切な医療・介護サービス等に速やかに

つなぐ」2) 働きに期待し支援依頼をすると推察さ

れ， 恩恵を受けるのは認知症本人だと考え， 単独包

括センターは支援チームを活用する立場にあるとし

た。

支援チームの効果として， 医療や介護サービスに

つながりやすい3) ことや家族の介護負担軽減8) など

が報告されている。一方， 課題では， 支援対象者が

発見されにくい8)， 包括センターの通常業務と支援

チーム業務とのすみ分けが難しい8,9) などの報告があ

る。しかし， これらの報告は運営者である支援チー

ムを対象にしたもので， 支援チームの活用者である

包括センターを対象にした報告は見当たらない。運

営者という一方向からの課題提示では， 支援チーム

のさらなる活用促進には限界があると考える。

そこで本稿は， 包括センターを対象に運営者と活

用者の双方向から支援チームの活用実態や活用課題

の質的検証と活用促進に向けた検討を行うことが目

的である。このことは， より実用性の高い支援チー

ムの活用や効果的な認知症支援の対応につながり，

国が目指す「認知症高齢者等にやさしい地域づく

り」に寄与できると考える。

Ⅱ 研 究 方 法

1. 調査対象者と調査方法
2022年10月10日時点で， 独立行政法人福祉医療

機構が運営する福祉・保健・医療の総合情報サイト

「WAM NET」に掲載されていた全国の包括センター

5,625か所から等間隔抽出法で抽出した2,000件の管

理者を対象に， 事業所の立場から回答を求め質問紙

郵送調査を実施した。調査期間は2022年11月29日
から12月31日である。

2. 調査内容
調査内容は， 基本属性（設置機関の種別， 支援

チーム併設の有無）， 支援チーム活用状況（支援

チーム活用実績の有無， 活用課題の有無およびその

内容）で構成した。回答方法は質問項目によって単

一選択や 2 件法， 自由記述を採用した。

3. 分析方法
分析は， 支援チームの併設有無別に進めた。支援

チームは， 既存の施設・機関の職員が兼務で担当

し9)， 8 割のチーム員が兼務で勤務している4)。その

ため， 併設の包括センターは支援チームの運営を，

単独の包括センターは支援チームを活用する立場に

あると判断した。

対象者の基本属性や活用実績の有無は， 単純集計

を行った。自由記述の分析はテキストマイニングを

用いた。テキストマイニングとは， テキスト型の

データをコンピュータによってデータの中から自動

的に言葉を取り出し， さまざまな統計手法を用いて

探索的に分析する方法である10)。分析の精度を上げ

るため無回答や「課題なし」は省き， すべての原文

を確認した。「認知症初期支援チーム」や「初期支

援チーム」などの同義語は「支援チーム」に置き換

えるなど統一させ， データのクリーニングを実施し

た。分析ソフトは KH-Coder3 を使用し， 抽出語の

出現頻度や関連性から自由記述の内容を要約するた

めに共起ネットワーク分析を用いた。なお共起関係

の強弱を図るために Jaccard 係数を使用し10)， 抽出

語の最小出現回数を10， 描画する共起関係を描画数

60と設定し分析した。本稿では， 大カテゴリを

【　】， 中カテゴリを〈　〉， 自由記述原文を『　』

で示す。なお， 質的分析およびテキストマイニング

による分析に熟知した研究者より指導を受け， 分析

の妥当性の担保に努めた。

4. 倫理的配慮
調査対象者には書面で調査目的や調査方法， 個人

情報保護などを記載し， 研究への協力を求めた。ま

た調査協力は任意であること， 情報の取扱い方， プ

ライバシー保護なども明記した。調査票回答をもっ

て調査協力に同意を得られたものとした。調査は

2022年11月17日に九州保健福祉大学倫理委員会の

承認を得て実施した（受理番号：22－015）。
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Ⅲ 研 究 結 果

宛先不明の 9 票を除き回収された773票（回収率

38.8%）のうち， 当該項目に欠損値のない754票（調

査対象の37.7%， 回答票97.5%）を分析対象とした。

1. 対象者の概要
設置機関は， 社会福祉法人（社会福祉協議会以

外）が41.2% で最も多く， 支援チーム併設の有無は

「単独」の方が58.4% と多かった。過去の支援チー

ム活用実績は「併設」が86.6%，「単独」が79.4%
であった。2021年度の支援チームの設置有無別の支

援チーム活用実人数は「1～5 人」が最も多く，「併

設」は46.9%，「単独」では65.1% であった。支援

チームの課題の有無では，「課題あり」が56.2% で

あった（表 1）。

2. 支援チームの活用課題（自由記述内容のテキ
スト分析）

「支援チーム活用に関して， 改善して欲しいこと

（課題）はありますか」の自由記述について，「無回

答」「課題なし」を省き，「わからない」は自由記述

の内容から対象とした。結果，「単独」が299件
（67.8%），「併設」は198件（63.3%）を分析対象と

した。分析ソフトで前処理を行い，「単独」では

4,970語の総抽出語数， 1,013語の異なり語数を， ま

た「併設」では3,225語の総抽出語， 809語の異なり

語数を確認した。

図 1 ， 2 に共起ネットワーク分析により描画され

た図（最小スパニング・ツリー）を示す。これらの

円は， 線によるつながりのみに意味を持ち， 語の位

置や配置には意味を持たないが， 円の大きさは語の

表 1 調査対象の概要

項目 併設あり 併設なし 合計（n ＝ 754）

基本属性 社会福祉法人（社会福祉協議会以外） 82 (10.9%) 229 (30.4%) 311 (41.2%)

行政（市町村） 129 (17.1%) 33 (4.4%) 162 (21.5%)

医療法人 93 (12.3%) 36 (4.8%) 129 (17.1%)

社会福祉協議会 43 (5.7%) 54 (7.2%) 97 (12.9%)

一般社団法人 6 (0.8%) 5 (0.7%) 11 (1.5%)

その他 17 (2.3%) 27 (3.6%) 44 (5.8%)

合計 370 (49.1%) 384 (51.1%) 754 (100%)

活用実績有無 活用あり 271 (86.6%) 350 (79.4%) 621 (82.4%)

活用なし 42 (13.4%) 91 (20.6%) 133 (17.6%)

合計 313 (41.5%) 441 (58.5%) 754 (100%)

活用実人数 0 人 48 (17.7%) 63 (18.0%) 111 (17.9%)

1～5 人 127 (46.9%) 228 (65.1%) 355 (57.2%)

6～10人 45 (16.6%) 17 (4.9%) 62 (10.0%)

11～15人 14 (5.2%) 5 (1.4%) 19 (3.1%)

16～20人 7 (2.6%) 3 (0.9%) 10 (1.6%)

21～25人 3 (1.1%) 0 (0.0%) 3 (0.5%)

26～30人 2 (0.7%) 0 (0.0%) 2 (0.3%)

31～35人 3 (1.1%) 0 (0.0%) 3 (0.5%)

36～40人 2 (0.7%) 0 (0.0%) 2 (0.3%)

41人以上 6 (2.2%) 2 (0.6%) 8 (1.3%)

未回答 14 (5.2%) 32 (9.1%) 46 (7.4%)

合計 271 (43.6%) 350 (56.4%) 621 (100%)

課題の有無 課題あり 164 (21.8%) 260 (34.5%) 424 (56.2%)

課題なし 74 (9.8%) 94 (12.5%) 168 (22.6%)

わからない 75 (9.9%) 87 (11.5%) 162 (21.5%)

合計 313 (41.5%) 441 (58.5%) 754 (100%)
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出現頻度に比例して大きくなる。結果，「単独」で

は12の，「併設」では 9 のサブグラフが形成され

た。各原文を確認し， その内容に基づき「単独」で

は12の，「併設」では 9 のグループを抽出し， 次の

要領で各グループに要約名をつけた。

1) 単独包括センター

グループ01は， 円の大きいものより「ケース」

「対応」などで構成された。各原文には『申請まで

のプロセスに時間と手間がかかる』などの記述が見

られ，「煩雑な支援チームの活用手続き」と要約し

た。同じ手順で， 02は「地域住民やケアマネへの周

知不足」， 03は「支援チームと医療機関との関わり

不足」， 04は「本人等に支援同意を求めるルール」，

05は「医師の訪問不足」， 06は「認知症初期は対

象」， 07は「限定的な支援対象者」， 08は「不明瞭な

支援チームの介入条件」， 09は「行政と認知症支援

者の協働不足」， 10は「チーム員のスキル」， 11は
「専門性を問う人員配置」， 12は「包括センターと支

援チームの情報共有不足」と要約した（図 1）。
要約名が類似したものをグループ化させ， 6 の中

カテゴリ， 3 の大カテゴリに分類した（表 2）。グ

ループ06と07は〈支援対象者要件〉， グループ01と
04は〈活用ルール〉に関する内容で【活用の仕組

み】とした。グループ10と11は〈チーム員の専門

性〉， グループ05は〈チーム医のかかわり〉に関す

る内容で【支援機能】とした。グループ03と09， 12
は〈協働支援関係〉， グループ02は〈事業の周知〉

に関する内容で【活用体制】とした。

2) 併設包括センター

単独包括センターと同じ手順で， 01は「限定的な

支援対象者」， 02は「支援チームとして活動する意

義」， 03は「医療機能の必要性」， 04は「労力と時間

を要す手続き」， 05は「医療との連携不足」， 06は
「専門医の不足」， 07は「雑務の多いチーム員業

務」， 08は「包括業務とチーム員業務の類似性」， 09
は，「医師の訪問不足」と要約した（図 2）。
類似した要約名を集めグループ化させ， 6 の中カ

テゴリ， 3 の大カテゴリに分類した（表 3）。グルー

プ01は〈支援対象者要件〉， グループ04と07は〈運

営ルール〉に関する内容で【運営の仕組み】とし

た。グループ09は〈チーム医との関わり〉， グルー

プ03と05は〈医療との連携〉に関する内容で【支援

図 1 単独包括センターの支援チーム活用課題の共起ネットワーク
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機能】とした。グループ02と08は〈チーム員の役割

認識〉， グループ06は〈人材不足〉に関する内容で

【運営体制】とした。

Ⅳ 考 察

1. 支援チーム活用状況
本調査では， 包括センターの 8 割が過去に支援

チームを活用していたが， 単年度の活用実人数で

は， 単独・併設包括センターとも「1～5 人」が最

多を示した。さらに「0 人」を含む「5 人以下」で

は， 単独包括センターが 9 割， 併設包括センターが

7 割となった。全国の支援チームによる訪問実人数

は， 認知症施策推進大綱において年間40,000件と目

標設定されている。全国には2,519チームあり11)，

単純平均で 1 チームあたり年間15.9人の訪問実人数

が求められることになる。一方， この年間目標件数

については， 指標ありきの議論をすべきではない4)

との指摘もあるが， 支援チームの有用性や8,12)， 65
歳以上高齢者の約 5 人に 1 人が認知症1) と推計され

る危機的状況を踏まえると， やはり支援チームの活

用は少ない。支援チームには専門職配置や運営費の

投入などがあり， 公的な社会資源である支援チーム

の訪問実人数が 0 になることは回避すべきである。

その対応策として， 支援チームの運営・活用に係る

ルールの柔軟性や， チーム医による自宅訪問が可能

となる支援体制が必要だと考えられる。

2. 支援チームの課題
1) 支援チームの仕組みの見直し

単独・併設包括センターから仕組みに関する 2 つ

の課題を抽出した。第一は〈支援対象者要件〉であ

り，「限定的な支援対象者」が一致した。支援チー

ムの支援対象者要件は， 地域支援事業実施要綱にお

いて疑いも含め「認知症の人」に限られている。し

かし， 単独・併設包括センターは共に認知症に限ら

ず， 精神疾患がある方なども支援対象者に入れるこ

とを要望していた。隅田ら13) が包括センターの 3
職種を対象にした認知症支援困難感の調査から， 家

族から虐待や不適切な介護を受けているケースや他

の精神障害を併存しているケースに強い困難感があ

ると報告している。つまり， 病名や障害の種別で対

象者を区切るのではなく， 対応困難な事例に協力す

る者を求めていると考えられる。また，〈支援対象

者要件〉において単独包括センターのみに見られた

「認知症初期が対象」では， 市町村によって「認知

症の初期段階のみ」が支援対象者とされていること

が示唆された。国立長寿医療センターの調査4) から

図 2 併設包括センターの支援チーム活用課題の共起ネットワーク
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表 2 単独包括センターの支援チーム活用課題

大カテゴリ 中カテゴリ
要約名 
（グループ番号）

原文（一部）

活用の 
仕組み

支援対象者
要件

認知症初期が 
対象（06）

初期対応はできるので困難事例を一緒に動いて貰いたい/認知症初期の
ケースを上げる必要はあるのか/初期対応に限られているので困難事例の
支援対応があるとよい/初期集中なので困難事例と初めからわかると対応
不可な場合が多い

限定的な支援 
対象者（07）

認知症だけでなく治療につながりにくい精神疾患（うつ， 統合失調症）も
対応して欲しい/精神疾患の方への対応を強化して欲しい/認知症か精神疾
患か判断しにくいケースだと， 精神疾患は対象外と断られてしまう

活用ルール 煩雑な支援チー
ムの活用手続き
（01）

申請までのプロセスに時間と手間がかかる/書類が多すぎて活用を躊躇し
てしまう/支援者が相談するために必要書類を整えなければならず業務が
さらに増える/支援チームに相談するためにケース概要をまとめる必要が
あり， 手間をかけても， 介入してくれるとは限らない/相談・対応を含め
時間を割かれるだけ/活用前の提出書類が区を通してからになる/必要書類
の作成提出， 連絡調整等の手続きが大変であり， 活動開始まで時間がかか
り使いづらいです/初回の相談窓口のハードルが高い/もう少し気軽に相談
ができればと思う/支援チームに相談後， 相談内容についてかなり精査さ
れるため， 相談受付のハードルが高い

本人等に支援 
同意を求める
ルール（04）

本人や家族の了解がないと支援チームに依頼ができない/家族の同意を必
要とするのは止めて欲しい/本人同意などの決まりがあることで制度とし
て機能していないと思う/この事業を進めて行くにあたり， 家族の了解が
必要となるため， 同意を得るにあたりスムーズに展開しないことが多々あ
る/家族が同意していれば支援チーム介入の必要性は少ない

不明瞭な支援
チーム介入条件
（08）

介入するケースと介入しないケースの差が包括としてわからない/支援
チームに相談する時にチェックシートなど， どういった状況で支援チーム
の介入ができるのか判断材料が欲しい/困難な受理条件をつけることはや
めて欲しい

支援機能 チーム医の
かかわり

医師の訪問不足
（05）

医師も同行訪問して欲しい/医師もチーム員の一員として現場を見て欲し
い/受診拒否の強い方に医師が訪問して判断できるといい/チーム医が訪問
して， 診察や入院につなげられる医師や体制にして欲しい/チーム医の訪
問についてできるように検討して欲しい

チーム員の
専門性

チーム員の 
スキル（10）

チーム員のスキルアップが必要/相談対応スキルを上げて欲しい/本人のア
セスメント力， 家族調整力， チームアプローチのスキルを身に着けて欲し
い/本人や家族と信頼関係を構築できるようなスキルは持って欲しい/支援
チームとして関わる専門職等のレベル合わせが必要/医療機関に委託して
おり， 支援チームのメンバーが医療機関の看護師等なので地域に出ての訪
問自体に慣れておらず， 面談のスキル・能力も未熟である点

専門性を問う 
人員配置（11）

専門職として相談できるような人員配置をして欲しい/専門性の高いス
タッフの配置や応援が得られる体制整備/支援チームの配置人数を（兼務
で良いので）増やして緊急対応できる体制にして欲しい

活用体制 協働支援 
関係

行政と認知症支
援者の協働不足
（09）

行政（担当課）が方針を示して欲しい/行政が丸投げせず， 支援チームの
あり方について委託先としっかり協働して欲しい/行政が主体になってお
らず包括が調整役となっている

支援チームと 
医療機関との 
関わり（03）

支援チームと医療機関との連携がさらに強くなって欲しい/支援チームの
立場としてもっと他の医療機関との関係を深めて欲しい/医療機関（専門
病院）へのつなぎルートを持ってもらいたい/かかりつけ医や認知症疾患
医療センターとの連携

包括センターと
支援チームの情
報共有不足（12）

情報提供した後の動きがよくわからず， どうなっているのかわからない/
情報の共有がなく実態がわからない/相談したケースについてのフィード
バック， 支援の間の情報共有が不足/情報交換・情報共有を密に行える
と， 今以上に効果が出るのではないかと思います

事業の周知 地域住民やケア
マネへの周知 
不足（02）

支援チーム活用について， 研修や学習会など地域のケアマネや包括へもっ
と周知して欲しい/地域・学校・保育園等への働きかけをもっとやって欲
しい/区の職員， 包括， ケアマネ以外の方々がケースの発掘をし， 支援
チームへつないでいく方法や， 周知について課題となっている
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支援チーム対応事例の48.5% が困難事例に該当し，

「支援チームの役割は， 困難ケースを中心に対応す

ることも含めて各市町村により柔軟に検討されるべ

き」14) と報告され， 支援チームの役割を見直す時期

にきていると言える。

第二は， 支援チームの活用・運営ルールに関して

である。活用ルールは兒﨑6) と一致するが， 運営

ルールは包括センターを対象とした本研究で初めて

明らかになった。認知症の受診援助は， 一般的な身

体疾患などの受診と比べ困難15) であり， 受診を了

表 3 併設包括センターの支援チーム運営の課題

大カテゴリ 中カテゴリ
要約名 
（グループ番号）

原文（一部）

運営の 
仕組み

支援対象者
要件

限定的な支援対
象者（01）

認知症だけでなく精神疾患への対応をお願いしたい/認知症だけでなく精
神疾患の人， 発達障害の人等にも対応助言が必要なケースもある/認知症
に限らず， 引きこもり， 精神疾患の方についての事例や「8050」の50の方
に対応するような相談ができれば良いなと思います

運営ルール 労力と時間を 
要す手続き（04）

支援チーム対象者の把握から， 訪問・会議の開催と， それまでの日程の調
整に時間（日数）がかかってしまう現状がある/業務があり， 訪問までに
少し時間がかかること/この事業のため有する事務作業（会議の準備， 資
料を整える， 毎月の会議・年に 1 度の全体会議（チーム医12名を集めた報
告会， 年に 1 度の検討委員会など））の時間を実際の支援に当てれる方が，
よほど支援が充実すると思います/当市では， 支援チームを立ち上げる前
に必ず地域ケア会議を開催し， 支援チームの立ち上げなのか， その他の方
法が良いのかを協議するよう義務付けられているので， 手間と時間がか
かっているのが現状です

雑務の多い 
チーム員業務
（07）

必要とされる（準備しなければならない）書類が多く， 始まるまでに時間
がかかる/必要であると理解しているが， 帳票類が多く， 他の業務との中
でかなり煩雑と感じる/支援チーム利用に申請書類があるが，「印」をもら
うことは必要であろうかと考える/チーム員会議において作成資料の種類
が多く， 負担に感じられるため/チーム医やチーム員会議， 資料作成など
縛りが多い/必要な書類が多く， 作成に時間がかかる

支援機能 チーム医の
かかわり

医師の訪問不足
（09）

医師の訪問/私たちの望みは， 精神科の医師が自宅に訪問することができ
るシステムが欲しいです/受診を拒否する方が多いので， 支援チームの医
師に訪問診療をお願いしたい/医師の訪問診療があれば， もっと支援チー
ム活動がスムーズ/医師が忙しくアウトリーチ等の時間がつくりにくい

医療との 
連携

医療機能の 
必要性（03）

医療機関（専門性のある）に設置して欲しい/医療機関でチーム員を担っ
ていただけるような仕組みができればよい（専門医のいる）/精神科など医
療機関に支援チームを置き， 早期に受診につなげ， 認知症や精神疾患の見
極めができると良い/認知症疾患医療センターなど医療機関に設置された
支援チームと一緒に活動できるような体制があればいいと思う/本市内に
は， 専門職（医）のサポート医がいないので， 医療機関へのつなぎの判断
が難しい

医療との連携 
不足（05）

かかりつけ医との連携体制の構築（家族の相談も含む）/町内でサポート医
による往診， かかりつけ医との連携が取れていないこと/内地の専門診の
医師ともっと密に連携がとれる環境だと相談しやすく良いと思う/チーム
員の構成， 薬剤師やその他の専門職を必要時， 協力いただける体制づくり
ができると良い

運営体制 チーム員の
役割認識

支援チームとし
て活動する意義
（02）

包括で以前から担ってきた役割なので， 新たに支援チームをつくらなくて
も対応できています/包括に設置されているため包括の活動として認知症
の方に対応しているため， あえて支援チームとして活動する必要性を感じ
ていない/支援チームとして活動することで， 対応に時間がかかり問題
ケースや早期対応が必要なケースの場合， 必要性が感じられない

包括業務と 
チーム員業務の
類似性（08）

包括職員がそのままチーム員を兼務しているので， 線引きが難しい/チー
ム員 ＝ 包括職員で支援する内容が大きく変わらない/チーム員は専任では
ないため， 他の包括業務もあり負担が大きくなっている/包括の業務と支
援チーム業務とのすみ分けが難しい/包括内に支援チームを設置している
ため， 包括としての支援と初期支援として介入すべき事例（課題）の線引
きが難しい

人材不足 専門医の不足
（06）

地理的に専門医が遠く， 受診につながりにくい/チーム医が精神科等の専
門医がよい/町内に専門医がいないため近隣市町村の専門医が積極的に介
入できる環境整備を行って欲しい/精神科受診へつなぐのは困難で， 時間
がかかっている現状がある（予約が取れない， 本人・家族が望まないなど）
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承しても気持ちの変化により受診を断念することも

ある16)。しかし， 現在のルールでは， 最初の相談受

理からチーム員会議の開催まで17) 一定のプロセス

を踏まなければならず時間を要している。とくに，

単独包括センターには， 支援チームによる支援の同

意を本人や家族から貰い， 事前に申請書を提出しな

ければ支援チームへ気軽に相談さえもできない市町

村がある。このような市町村独自ルールがあると支

援チームにつなぐ前の段階に労力を要すことにな

る。支援チームへつなぐことに労力をかけるのでは

なく， 支援対象者への直接的支援に力を注ぐ方が得

策であろう。よって， 事前同意のあり方や書類の簡

素化を図ることは急務であり， これら煩雑なルール

を改善する必要がある。

2) 支援チームの支援機能向上

単独・併設包括センターから【支援機能】の

〈チーム医の関わり〉が抽出された。久松9) も医師

の関与が不十分であると報告しており， 8 割強の医

師が全く訪問していない18)。この背景には， 限られ

た予算のなかで多数の専門職を専従職員として雇用

することや人員・人材確保が困難なこと17) などが

考えられ， チーム医が容易に居宅訪問できない環境

にあると推察する。だが， 包括センターが支援チー

ムに依頼したいのは病院受診を拒む困難事例であ

り，「医師による受診提案は専門医への受診の必要

性を本人が受け入れやすい」16) のであれば， チーム

医が居宅訪問に同行できることが望ましい。しか

し， 人員配置などは解決困難であるため17) ICT 活

用など居宅同行訪問に近い環境をつくり， 直接医師

の説明が支援対象者などに届く取組みが必要であ

る。

単独包括センターからは〈チーム員の専門性〉が

抽出された。猿橋19) も医療や看護など専門的知識

の必要性を指摘しているが， 本研究では『本人や家

族と信頼関係を構築できるスキルは持って欲しい』

などの記述から， 対人援助技術も求められていると

言えよう。既述のとおり， 支援チームには困難事例

の対応が期待されており， 加えて初期集中支援の期

間が最長で 6 か月2) と極めて短いため， 高度な対人

援助技術が求められると推考する。

併設包括センターからは〈医療との連携〉が抽出

され， 中でも「医療との連携不足」は先行研究に一

致した9,17,18)。「医療機能の必要性」では， 支援チー

ムが専門医療機関に設置されている場合，「診断装

置が整い， 受診当日に画像診断の結果を踏まえて，

総合的な意見」20) から， 認知症や今後の見通しに関

する具体的な説明を家族に行え， 家族の理解や家族

の安心感につながる21)。包括センターにはこのよう

な機能がないため，「医療機能の必要性」を感じや

すく， この課題の解決には「医療との連携不足」を

解消させることが必要である。

3) 認知症支援の支援体制

単独包括センターからは，〈協働支援関係〉〈事業

の周知〉が抽出された。〈協働支援関係〉の「行政

と認知症支援者間の協働不足」には， 一定期間ごと

に行政機関も含めた関係団体が顔を合わせて， 認知

症事業について検討することが有効である22)。この

役割を果たせるのは， チーム員研修テキスト2) から

も運用者である市町村に他ならない。「支援チーム

と医療機関との関わり」は， 先行研究にも見られ

た17,18)。「包括センターと支援チームの情報共有不

足」は， 先行研究や併設包括センターからは挙がら

ず， 予想に反する結果であった。他機関との連携体

制には， 支援チームとの顔の見える関係が構築され

ていることや支援チームと包括センター間の役割が

明確にされていることが重要とされている18)。ま

た， 兒崎6) も活用者・運営者・運用者が一堂に会し

た協議の必要性を述べている。〈事業の周知〉は，

チーム設立前から行政を中心に必ず行っておく活

動12) とされているが， 適時適切に本事業を必要と

する人が必要な情報を入手できるよう啓発活動は継

続すべきである。

併設包括センターからは，〈チーム員の役割認識〉

〈人材不足〉が抽出された。〈チーム員の役割認識〉

の「包括業務とチーム員業務の類似性」は， 先行研

究においても報告されている8,9)。「支援チームとし

て活動する意義」は，『チーム員 ＝ 包括職員で支援

する内容が大きく変わらない』などの記述から， 支

援チームの仕組みや支援機能による影響を受けてい

ると考えられる。チームに即したマニュアル化され

た行動指針を作成18) し，〈チーム医のかかわり〉な

ど支援チーム独自の支援機能が働けば， 包括セン

ターと支援チームの役割が明確になり， これらの課

題は軽減されよう。市町村には， さまざまな事業が

有機的に展開されているのかをチェックする役割

と， 地域でのさまざまな施策が包括的に効率よく動

かせる体制づくりを担う役割がある22)。そのため行

動指針の作成は， 運用者中心で全認知症支援関係者

と行い， その作成過程を利用し， 支援者間で顔の見

える関係づくりが推進できるとよい。〈人材不足〉

はサポート医不足を指摘する鷲見12) に一致する。

3. 本研究の限界と課題
本研究の限界として， 第一に， 市町村の人口規模

や高齢化率， 支援チーム設置機関などと， 課題発生

の関連性までは明らかにできなかった。認知症支援

は地域の実情に応じた取組みがなされるものであ
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り22)， 本研究で明らかになった課題や活用促進案が

すべての市町村に適合するとは限らない。第二に，

調査期間が新型コロナウイルス感染症による行動制

限を強いられていた期間にあることだ。自由記述に

は感染症に関する文が 6 文（出現率1.02%）あっ

た。しかし感染症法令上の位置づけが 5 類感染症に

移行したため， 課題の内容も変化している可能性が

あり， 引続き調査を継続していく必要がある。

一方， 他にはない独自性として， 本研究は支援

チームの活用者である包括センターの課題を明らか

にした点である。先行研究では， 支援チームの運営

者である包括センターの課題に留まっていたが， 今

回， 活用者と運営者に分け包括センターの課題を比

較したことで課題の優先順位が明確になったことは

評価できる。今後も認知症支援の推進を図るため，

運用者や運営者， 活用者や利用者などそれぞれの視

座から効果や課題を包括的に検証することが重要で

ある。

Ⅴ 結 語

本調査から包括センターの多くは， 支援チームを

頻繁に活用してはいない現状にあることが示唆され

た。また， 支援チームの課題は， 単独・併設包括セ

ンターの対比から「支援チームの仕組み」や「支援

機能」に共通課題を確認した。よって， 対象者把握

が最も多い機関は包括センターであるため4)， 共通

課題の解消に着手することが肝要である。

以上のことから支援チームの活用促進を図るに

は， 第一に， 支援チームに関するルールの簡素化や

支援対象者要件の緩和など運営・活用者双方の立場

で仕組みを見直すこと。第二に， 認知症支援体制に

ついて， 運用者である市町村を中心に認知症支援者

全員で定期・継続的に協議することが必要である。

本研究にあたり， 調査にご協力いただきました地域包

括支援センター管理者の皆さまに心より感謝申し上げま

す。また開示すべき COI 状態はありません。

⎛ 受付 2024. 3. 5⎞

｜ 採用 2024.11. 8｜
⎝ J-STAGE 早期公開 2025. 2. 4⎠
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Examining the perspective of community general support centers and  
promoting the use of early stage dementia-intensive support teams:  

Comparing institutions with and without support teams 

Yumi KOZAKI*

Key words : support for dementia, community general support center, issues with use, promoting use

Objectives　Although numerous studies have explored early stage dementia-intensive support teams, focusing on 
their effectiveness and associated challenges, there is insufficient research on community comprehensive 
support centers that use support teams. 

Thus, we focused on community comprehensive support centers from the perspectives of their opera-
tors and users, examined the actualities and challenges of support team use, and considered ways to 
encourage such use.

Methods　A questionnaire survey was mailed to 2,000 community general support centers selected through even-
ly-spaced sampling from 5,625 centers in Japan. The survey was conducted from November to December 
2022. The survey included basic attributes (institution and presence of a support team), number of times 
a support team was used, actual number of users, and issues with support team use. For the analysis, we 
defined centers with and without support teams as “operators” and “users,” respectively, and analyzed 
each group. The participants’ demographic details and data related to the frequency of use of support 
teams were tabulated. Text mining was used to analyze free-field responses.

Results　 A total of 773 responses were received (response rate; 38.8%). Among the respondents, 313 (41.5%) 
had support teams and 441 (58.4%) did not. The support team use rate was 86.6% for the former and 
79.4% for the latter. In 2021, most respondents noted that approximately “1–5 individuals” used support 
teams, regardless of whether the support center had one.

Challenges with support team use identified by centers without support teams were as follows; require-
ments of support recipients and rules for use under “mechanisms of use,” involvement of team doctors and 
expertise of team members under “support functions,” and collaborative support relationship and dissem-
ination of project information under “system for use.” Support centers with support teams identified the 
following challenges; requirements of support recipients and management rules under “management 
mechanisms,” involvement of team doctors and healthcare collaboration under “support functions,” and 
team members role awareness and staff shortage under “management system.”

Conclusion　 Many comprehensive centers infrequently used support teams. To promote support team use, the 
system must be reviewed from the operator and user perspectives to simplify the support team system’s 
rules and ease the requirements for support recipients. Moreover, all dementia supporters must engage in 
regular and ongoing discussions about the dementia support system, focusing on the municipal responsi-
bility for system operation.

*  Kyushu University of Medical Science


